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1960 年代以降のアメリカにおけるアドボカシー概念の変遷 

―わが国の法定後見活動におけるアドボカシープロセスの分

析項目の抽出を目的に－ 

  

Changes in the Concept of Advocacy in the United States si

nce the 1960s:  

Extracting the Items for Analysis of the Advocacy Process in Legal 

Guardianship Activities in Japan 

 

小川 幸裕 

 

Ⅰ．研究の目的と背景 

（１）研究の目的 

財産管理と身上監護を統合し被後見人の

生活支援に重点をおく法定後見活動の実現

には、ソーシャルワークにおける「アドボカ

シーadvocacy」概念を基本とした活動が重

要と考える。アドボカシー概念が法定後見活

動にどのように影響を与えているかを浮き

彫りにするためには、法定後見活動における

アドボカシープロセスを明らかにする必要

がある。法定後見活動におけるアドボカシー

プロセスを分析する上で、活動内容がアドボ

カシーに該当するかを評価する分析項目が

必要となるが、アドボカシー概念の構成要素

は十分に検討されていない。 

そこで、本論では、わが国のアドボカシー

概念の根拠となっているアメリカにおける

アドボカシー概念に関する議論を検討し、ア

ドボカシーを構成する主要な項目の抽出を

行うことを目的とする。 

 

 

（２）研究の背景 

１）成年後見制度での身上監護の位置づけ 

成年後見制度は、判断能力が不十分な人で

あっても、本人のニーズに合致したサービス

選択や生活が営めるよう本人の判断や生活を

支援する仕組みとして、2000 年に運用が開始

された。成年後見制度は、利用者の権利擁護

を制度的に保障するために親族とともに第三

者としての専門職後見人が設定されている。

法定後見活動では、専門職後見人として弁護

士・司法書士等の法律専門職および社会福祉

士等の社会福祉専門職が家庭裁判所から選任

される。 

専門職後見人は、法定後見活動において民

法 858 条に規定される財産管理と身上監護を

用いて被後見人１）の権利擁護を実現すること

が求められる。社会福祉専門職は、本人との

関係形成が困難で関係者とトラブルをかかえ

ていたり多様な社会福祉関連サービスの活用

が求められる事例や、虐待など親族等の候補

者を選任することが適当でない事情がある事

例の受任が期待されている（小川 2018a）。こ
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れらの事例は、被後見人と被後見人を取り巻

く状況との関係性の視点からソーシャルワー

クの介入が身上監護で行われることが必要と

なる（飯村 2015、池田 2019）。 

しかし、成年後見制度における身上監護は

契約に関する法律行為以外は、身上監護の職

務とは認められず「事実行為」と解釈される

（齋藤 2013）。身上監護の職務内容に関する

標準規定は示されておらず、被後見人の意思

尊重義務と身上配慮義務をどのように果たす

かは後見人の解釈に委ねられる（上山 2019）。

このような身上監護の職務内容が明確に定め

られていない状況においては、身上監護と財

産管理が分離され、後見報酬の根拠となる財

産管理に偏重した法定後見活動が広がり制度

利用の妨げとなっている（新井 2019）。 

２）アドボカシー概念を法定後見活動の基盤

にする必要性 

被後見人の生活を身上監護と財産管理に断

片化することなく、身上監護と財産管理の一

体的な提供には、成年後見制度の中核概念で

ある権利擁護を基本とした成年後見活動の展

開が重要となる（小川 2018b）。ここでの権

利擁護は、財産を守り、侵害された権利の回

復や救済だけでなく、「本人の自己実現に向け

た取り組みを保障する」（岩間 2014：501）

ことが期待される。岩間は、このような「本

人らしい生活」と「本人らしい変化」を支え

る権利擁護を「積極的権利擁護」として説明

しているが、その内容はアドボカシーに近似

している（高山 2014）。秋山（1999：25）は、

「アドボカシー」と「権利擁護」を分けて検

討し、「アドボカシーはその実践の中核として

『権利擁護』を行うが、アドボカシーはそれ

よりも広い概念であって、『ニーズ充足』『生

活支援』『生活擁護』も行う」と権利擁護の上

位概念としてアドボカシーを位置づけている。 

しかし、成年後見人等の職務範囲の適用と

してのアドボカシーは、「成年被後見人の身上

面に関する利益の主張を補助し、又は同人の

身上面に関する利益を代弁すること」（小林等

 1999：260）という個人の代弁を重視してい

る。身上監護と財産管理を統合した法定後見

活動の職務内容は、権利擁護概念よりも被後

見人の生活全般を射程とするアドボカシー概

念を基盤に整理される必要がある。 

アドボカシー概念を基盤とした法定後見活

動プロセスの可視化によって、身上監護の職

務範囲が明らかにされると考える。身上監護

の職務範囲が明らかになることで、これまで

事実行為として正当に評価されなかったソー

シャルワークの観点に基づく身上監護の評価

根拠を提示できる。 

３）先行研究に残されている課題 

これまでのソーシャルワーク領域における

成年後見制度に関する研究は、成年後見活動

におけるソーシャルワークの可能性やソーシ

ャルワーク実践における成年後見制度の資源

活用の有効性に関する研究がほとんどである

（福島 1999、馬場 2006、岩崎 2006、池田 20

11、岩間 2011、鵜浦 2013）。日田（2017）は、

専門職後見人の成年後見実践のプロセスの検

討から権利擁護の基盤に含まれる「ソーシャ

ルワーク的要素」に関する態度や意識を明ら

かにしている。日田（2017）は、法定後見活

動を「法的問題解決実践」と「事実問題解決

実践」に分け、両者を連動させて同時並行的

な活動の必要性を述べているが、それらが法

定後見活動においてどのように連動し展開さ

れるかは明らかにしていない。筆者も、法定

後見活動におけるソーシャルワーク実践のプ

ロセスを検討し、アドボカシーを基点とした

ソーシャルワーク機能の発揮を確認したが、

法定後見活動において具体的にアドボカシー

がどのように展開されているのかは明らかに

できていない（小川 2018c）。 

また、岩間（2011）は、アドボカシーの活

動内容について「媒介・過程モデル」を援用

してクライエントを問題解決の主体に位置づ

け、「ケースアドボカシー Case Advocacy」
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の延長に「コーズアドボカシー Cause Advo

cacy」を捉えた４層構造から明示しているが、

アドボカシー概念を構成する要素が活動にど

のような影響を与えているかは明らかにして

いない。 

 

 

Ⅱ．研究の方法 

 

アドボカシー概念はソーシャルワークの領

域において、ソーシャルワーク専門職として

の姿勢、行動や機能を説明するために使われ

ているが、ソーシャルワークにおけるアドボ

カシー概念がどのような要素から構成されて

いるか、十分に分析されていない。アドボカ

シーの概念を探求するには、まず日本のアド

ボカシー概念の根拠となっている海外の文献

からレビューしていく必要がある。 

ソーシャルワークにおけるアドボカシーは、

古くは Dorothea Dix や Jane Adams によるソ

ーシャルワーク実践に見出すことができると

する（The Ad Hoc Committee on Advocacy 

1969）。アドボカシーという概念はソーシャ

ルワークにおいて新しい概念として登場した

ものではなく、ソーシャルワーク実践の初期

から認知されてきた伝統的な概念とされる

（増田 2011）。ソーシャルワークの領域で、

初めて advocate または advocacy という用語

が公式に使用されたのは、慈善矯正会議の記

録の中であり、５回のカンファレンスの記録

で使われている「advocate」は、支持する（s

upport）、法案の通過に努める(promote）、影

響を与える(influence）という意味で使われて

いたとされる（Schneider and Lester 2001）。

1930 年代後半から 1960 年代までは、ソーシ

ャルワークは心理主義に傾倒する流れの中で

「専門職化」のプロセスを辿る（秋山 1981、

定藤 1982）。アドボカシーをおこなうソーシ

ャルワーカーがソーシャルワークを実践して

いないと批判され解雇されるなど、「組織内

アドボカシー Internal Advocacy」の限界が示

されている（Pratt 1972、小西 2007）。 

このような状況をうけ、全米ソーシャルワ

ーカー協会（以下、NASW）は、1968 年に「ア

ドボカシーに関する特別委員会」を設置し、

委員会の報告書である「弁護者（advocate）と

してのソーシャルワーカー：社会的犠牲者へ

の擁護者」が出されて以来、アドボカシーが

ソーシャルワークの専門的機能の重要な機能

として明確に位置づけられている（The Ad H

oc Committee on Advocacy 1969）。 

1960 年代の議論を契機にソーシャルワー

カーの専門職性として、アドボカシーは明確

に位置づけられ、クライエントのアドボケイ

ターとしての役割はソーシャルワークの基本

的な役割とされた（Litzelfelner and Petr 199

7、Compton and Calaway 1998、Barker 1999、

Hepworth and Larsen 2009）。しかし、アドボ

カシー概念をどのように実践形態として位置

づけていくのかという議論が残されており、

近年においても継続して取り組まれている課

題となっている(小西 2007）。アドボカシー

は社会情勢の変遷とともに語られてきた経緯

があり、特に 1960 年代のアメリカにおいて、

ソーシャルワークが担う機能として盛んに議

論されている（Schneider and Lester 2001）。 

本稿では、社会福祉専門職として成年後見

活動をおこなう社会福祉士を焦点としている

ことから、NASW がアドボカシーをソーシャ

ルワークの機能として位置づけた 1960 年代

から現在までのアメリカにおけるアドボカシ

ーに関する議論の整理をおこなう。また、山

東（2019）は「歴史的背景をふまえずにこう

した説明だけを切り取ってしまうと、サービ

スの利用者を取り巻く身近な環境の改善を意

識する方向性に偏る可能性が排除できない」

と述べており、アドボカシーの歴史的背景を

理解する必要があること、ソーシャルワーク

およびアドボカシーは、社会情勢の影響を受

けて変化してきた（Gilbert and Specht 1976、
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Ezell 2001、Schneider and Lester 2001）こと

から、議論を年代ごとに①「時代背景」、②「ア

ドボカシーに関する議論」、③「中間まとめ」

の３点で整理する。そして、アドボカシー概

念に関する議論から論点を浮き彫りにし、ア

ドボカシーを構成する主要な項目の抽出をお

こなう。 

 

 

Ⅲ．アメリカにおけるアドボカシーをめ

ぐる議論の変遷 

 

１．1960 年代  

１）時代背景 

1960 年代当時のアメリカは貧困、人種差別、

都市問題等の社会問題の顕在化、それらの社

会的対応を迫る様々な公民権運動などの社会

運動やジョンソン大統領による「貧困との戦

争」によって社会的に抑圧されてきた人々が

権利意識を持ち、自らの権利獲得に向けて行

動を起こした時代であった（Wineman and Ja

mes 1969）。また、1965 年の経済機会法（Eco

nomic Opportunity Act of 1965）を通じて貧

困改善を目的としたコミュニティ行動計画

（Community Action Plan）が開始された。 

このような動きの中で、ソーシャルワーク

の領域では、社会問題に対するソーシャルワ

ークの有効性への反省や、問題解決のために

アドボカシーの機能を再導入し強化すべきで

あるという声が高まった（Schwartz 1969、 K

nitzer 1971、定藤 1982）。1965 年に Grosser

は、ソーシャルワーク領域におけるアドボケ

イターの役割は法律分野から共用されてきた

とし、アドボケイトの広範囲なアウトライン

を示し、アドボケイトをソーシャルワークの

機能の一環に位置づけた。その後、Terrell (1

967) 、Briar（1967）、Brager（1968）によって

アドボケイトの概念化作業がおこなわれた。 

 

２）アドボカシーに関する議論 

Grosser（1965）は、当時のアメリカの社会

情勢から都市で拡大する貧民を支援するソー

シャルワーカーの役割としてアドボカシーを

あげた。そして、ソーシャルワーカーにとっ

てアドボカシーはクライエントとその集団の

立場を代弁する姿勢であるとし、アドボカシ

ーを「社会的対立における闘争的支持者 part

isan であり、ソーシャルワーカーの専門的技

術・知識は、クラエイントの利益ために利用

可能となる」（Grosser 1965：18）と定義した。

２）。Terrell（1967：155）も、Grosser の定義を

引用し、「ソーシャルワーカーは、社会的紛争

において、彼の専門的見識をもっぱら彼のク

ライエントにために役立てる闘争的支持者に

よらなければならない」と定義し、ソーシャ

ルワークのおけるアドボケーターは「本質的

に破壊していく役割を果たす」とクライエン

トのために敵対者に対抗する活動をおこなう

ことを使命と位置づけた。 

その後、Brager（1968）は人（あるいは集団）

の利益や権利が阻害されてしまう背景には、

クライエントの多くが、主張（voice to be h

eard）を行うことが困難な状況に置かれるこ

とで、コミュニティや政策の意思決定プロセ

スに関与できず、不利益な立場に置かれてい

るという事実があると述べている。また、Br

ager（1968）は、社会的抑圧によるクライエン

トの意思表出の制限が問題とし、アドボカシ

ーの目的を「社会的に不利な影響を受けてい

る人々に対して、プログラムや政策などがコ

ミュニティの力の再分配として概念化される

こと」（Brager 1968：6）と、クライエントが

コミュニティにおける意思決定プロセスに対

して影響力を行使しうるよう、意思決定にお

ける「権力の再配分(redistribution of power）」

を強調している。そして、「ソーシャルワーカ

ーが機能する文脈において、アドボカシーに

は政治的行動が必要」（Brager 1968：9）であ

り、ソーシャルワーカーはクライエントおよ

びその集団と他者あるいは機関等との間の影
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響力における格差を是正し、制度政策の変化・

改善を目指すために「社会改良(social refor

m)」に取り組む必要性について言及している。

また、財政の問題は、ソーシャルワークのミ

ッションを遂行する際の新たな厳しい障壁に

なる可能性があると指摘している（Brager 19

68）。 

こうした制度政策への働きかけが特定の集

団の利益を想定して考えられていたことに対

し、Briar（1967、1968）はアドボカシーとし

て個人の利益や権利を擁護する立場を強調し

た。Briar（1967）は、「ケースワーカーがサー

ビスを提供しようとしている人や特に貧しい

人々の多くは、誰かがアドボケイトの役割を

果たさない限り、自分たちの権利を行使した

り、自分たちの主張やニーズを訴えたり、自

分たちに不利な影響を与える行動に訴えたり

することはない」（Briar 1967：28）とケース

ワークの方法論にアドボカシーをはじめて位

置づけた。そして、ケースワーカーによるア

ドボケイトとは「クライエントの『支持者  

supporter』、『助言者 adviser』、『支持者 cham

pion』であり、必要な場合は、クライエントの

ウェルビーイングに影響する法廷や警察、社

会機関等に対応するための代理をおこなう」

（Briar 1967：28）とした。 

さらに、1969 年に発表された The National

 Association of Social Workers（以下、NASW）

の「アドボカシーに関する特別委員会」報告

書では、弁護士のアドボカシー役割とポリテ

イカルな環境でのアドボカシーの 2 つのアド

ボケイトの定義で始まっている。アドボケイ

トをソーシャルワークの専門的機能の一つに

明確に位置づけ、ソーシャルワーカーがアド

ボケイト的役割を採用することの倫理的な責

任性や、効果的なアドボケイトのための知識

や技術の体系の確立、さらには専門職団体が

ソーシャルワーカーを保護する社会的責任に

ついて明らかにしている。 

NASW はソーシャルワークの効果的な実

践においてアドボカシーに向け取り組むべき

プログラムとして、「①ソーシャルワーカーに

対し、クライエントの権利とニーズを第一に

考える専門職としての責任をその実践の中で

積極的かつ勤勉に行使するよう促す。②ソー

シャルワーカーがこの責任を果たすために情

報やその他のリソースを提供することでソー

シャルワーカーを支援する。③ソーシャルワ

ーカーがクライエントの権利の擁護者として

行動する過程で生じる報復（その中には避け

られないものもある）からソーシャルワーカ

ーを保護する」（The Ad Hoc Committee on

 Advocacy 1969：21）と、ソーシャルワー

カーがアドボカシーをおこなう際のリスク

にも触れ、職能団体によるサポートの重要

性についても言及している。 

３）中間まとめ 

1960 年代は社会問題の顕在化に対する社

会運動の活発化の影響から、アドボカシーへ

の関心が高まり、ソーシャルワークにおける

アドボカシーの位置づけが公民権運動や貧困

との戦争に代表されるソーシャルアクション

と連動して活発に議論された（宮川 1978、横

須賀 1993）。その結果、ソーシャルワーカー

に求められる専門的知識としてアドボカシー

は明確に位置づけられることとなった（Ezel 

1994）。一方、これら社会問題の解決にかかわ

るはずのソーシャルワーカーが効果をあげら

れず、Perlman（1967）の『Casework is Dead』

に代表されるケースワーク偏重主義への批判

などソーシャルワーク領域の内外からその存

在意義が問われた（増田 2011）。 

そのため、アドボカシーはクライエントを

排除する社会構造の改善に焦点があてられ、

敵対的な立場で介入をおこなう闘争的支持者

が強調された（Prat 1972）。そのため、クライ

エントとの関係は、ソーシャルワークの文脈

における「ソーシャルワーカー/クライエント

関係」ではなく、クライエントの代理または
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代表として機関に働きかける「代理人関係」

が主流であった。この「代理人関係」は、ア

ドボカシーの概念が法律分野との共用であっ

たこと、また、闘争的支持者という攻撃的、

敵対的な介入をおこなう上で、クライエント

ともに課題解決に取り組むという「共同関係」

よりも効果的であったと考えられる。 

また、ソーシャルワークにおけるアドボカ

シーの支援対象を「ケース（個人）」におくか、

「クラス（集団）」におくかが焦点とされたが、

「『個人（あるいは集団）の利益や権利が損な

われないように保障することを目的に、専門

職が介入を行う』という一定の共通性」（増田

 2011：65）はみられることから、対象が個人

であろうが集団であろうと、対象の利益や権

利を擁護するというアドボカシーの目的が確

認できる。また、クライエントの困難が社会

との関係によって発生しているという認識に

もとづくことから、アドボカシーの目的の実

現にむけた介入の焦点は、個人と社会の双方

を捉えている。 

 

２．1970 年代  

１）時代背景 

1970 年代のアメリカは、ベトナム戦争が終

結し女性の解放や公民権の促進にむけた社会

活動が活発な時代であった。ニクソン政権の

福祉改革の推進による社会プログラムの縮小

にともなう財政的競争や、政府によるグラン

トプログラムの厳しい制限によって、ソーシ

ャルワーク専門職自身が精査の対象になった

（Schneider and Lester 2001）。その結果、社

会変革の推進やアドボカシー実践が制限され、

ソーシャルワーカーは他の活動家や外の組織

と提携するなどアドボカシーに直接には従事

せず、さまざまな種類の専門家集団が政府や

社会的なアドボカシーを引き受けた（小西 2

007）。また、様々な政府機関が、特定のクラ

イエントに提供されるサービスの質を監視し、

確保するためのアドボカシーシステムを構築

し始めた（Kutchins and Kutchins 1978）。ソ

ーシャルワークの領域では、システム論が導

入され、ジェネラリストモデルが論じられる

とともに、実践においては、プライベート・

プラクティス（個人開業）やクリニカル・プ

ラクテイスが発展した時期であった（Briar 1

974、 Mickelson 1995）。 

２）アドボカシーに関する議論 

1970 年代のソーシャルワークにおけるア

ドボカシーは、1960 年代における社会変革を

目的とした闘争的支持者という攻撃的な介入

の是非が議論され、厳しい社会状況のなかで

ソーシャルワーカーとしてクライエントの利

益を護るアプローチが模索されたことで、ア

ドボカシーの捉え方、機能や役割が拡大し混

乱を招いた（Gilbert and Specht 1976）。 

アドボカシーにおける闘争的支持者を肯定

的に評価していたのは、McCormick（1970）、

Panitch (1974)、Patti（1974）、Kutchins and K

utchins (1978)である。McCormick（1970）は、

ソーシャルワークにおけるアドボカシーは介

入の一つの形式であることから、弁護士であ

れソーシャルワーカーであれ、「実際には、社

会的対立の中での闘争的支持者であり、彼の

専門知識は、クライエントの利益のためにの

み利用可能である」（McCormick 1970：4）と

して、アドボカシーは雇用者や家主、裁判所

や福祉機関など個人や制度との関係における

個人に焦点をあてた活動であり、その介入は

闘争的支持者としてのものであることを強調

した。また、アドボカシー実践は、政治的・

社会的な性格をもつ個人的な社会的活動であ

るため、専門的アドボカシーに従事するかど

うかは個人の選択であると NASW の見解を

否定した。 

Kutchins and Kutchins（1978）も、ソーシャ

ルワーカーにとってアドボカシーは「社会プ

ログラムに奉仕するのではなく、恵まれない

人々に奉仕するためにソーシャルワークに再

度専念するための旗印」（Kutchins and Kutch
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ins 1978：120）であり、アドボカシーの概念

がソーシャルワークの関心を社会へ引き戻す

契機になってきた説明とし、ソーシャルワー

カーがクライエントを抑圧する社会構造への

敵対的な立場を取る意義について言及してい

る。 

また、ソーシャルワーカーはクライエント

に不利益となる機関の状況を変える敵対的な

立場を公に表現するべきとしたのは、Patti（1

974）である。ソーシャルワーカーが「社会サ

ービスの提供を改善したり、クライエントに

とって有害な組織的条件を取り除く手段とし

ての組織内アドボカシーの重要性がますます

認識される」（Patti 1974：545）と、ソーシャ

ルワーカーとその所属組織との関係にも言及

している。この組織内アドボカシーの課題と

して、「時には組織の方針に反対したり、グル

ープの規範に違反したり、役員や理事会との

公然とした対立が含まれている場合もあるが、

その範囲内であれば、もちろん、職を失う可

能性」（Patti 1974：545）があると、アドボカ

シーをおこなうソーシャルワーカーは所属組

織からの解雇の危険があることを指摘してい

る。 

1970 年代半ばになるとソーシャルワーカ

ーが組織外機関に敵対的な介入をおこなうリ

スクが指摘されはじめた。Panitch (1974)は、

アドボケイターは「社会的対立の闘争的支持

者としての役割を果たし、彼の専門知識をク

ライエントの利益を満たすためだけに使用」

され、「原因または提案について主張、擁護、

維持、または推奨する」（Panitch 1974：326)

とソーシャルワーク機関のための技術（戦術

論）として闘争的支持者を強調している。し

かし、「多くのソーシャルワーカーにとって、

アドボカシーの闘争的支持者という敵対的な

介入の姿勢は、自然なものではない」（Panit

ch 1974：327）とアドボカシーの敵対的な実

践はソーシャルワークの専門家にとって不自

然な役割であると批判的にまとめている。 

このような社会問題に対するソーシャルワ

ーカーの使命として敵対的立場を取ることへ

の意義に疑問が高まった背景には、アドボカ

シーに対する議論が姿勢や態度といった理念

的説明に留まり具体的な介入方法が検討され

ていないこと、ソーシャルアクションや「コ

ミュニティアクション Community Action」

など他の形態の社会的活動と区別されていな

いことがあげられる（Kutchins and Kutchins 

1978）。 

Richan（1973）は、アドボケイターとなる

弁護士やソーシャルワーカーは、社会の利益

を代表するがその方法は異なり、弁護士が「国

家を含む様々な利害関係者がそれぞれの支持

者を持つ制度の中で、闘争的支持者的な利害

関係者の支持者として行動」するのに対し、

「ソーシャルワーカーは他の請求と同様にク

ライエントの主張を判断する立場に立つ」（R

ichan 1973：222-223）とソーシャルワーカー

の立ち位置を整理している。そして、アドボ

カシーは、政治的または社会的な原因から「被

害を受けた個人、グループ、または特定の階

層を代表して行動すること」で、影響をうけ

る人に影響を与える政策や慣行を変更するこ

とであると述べている。また、アドボカシー

の定義は「人々の権利の定義に依存する」（R

ichan 1973：220）と社会的ニーズの変化に応

じてアドボカシーの定義が継続的に変化しな

ければならないことを提示している。 

Levy（1974）も、「リーガルアドボカシー 

Legal Advocacy」とアドボカシーを区別し「法

曹界の生き物であるアドボカシーの概念を、

ソーシャルワークにおいて最大限に活用する

ためには、ソーシャルワークの機能のための

修正と適応を必要とする」（Levy 1974：39）

と、アドボカシーはあくまで法曹界からの借

り物の概念と位置づけた。そして、ソーシャ

ルワーカーは、「積極的な支持を嘆願し、支持

し、推奨する行為で、他の人を擁護し、助け、

保障し、他の人を支持し、他の人の原因のた
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めに弁明し、仲裁することを意味する」（Lev

y 1974：40）ことから、ソーシャルワーカー

は、クライエントとの関係において「自分の

行動や願望に関連した問題を解決するための

意思と責任をクライエントから奪うことのな

いよう感情的な中立性を維持」（Levy 1974：

42）する必要性を述べている。また、Riley（1

971）は、家族という専門分化した領域にアド

ボカシーを落とし込み、「ファミリーアドボカ

シーは、コミュニティの変化を生み出すため

の行動とスキルの応用に関わり（コミットし）、

家族のニーズに関する直接かつ専門的な知識

を活用することにより、人々の生活条件を改

善するように設計されたサービス」（Riley 19

71：373）と、アドボカシーは危機に瀕してい

る家族やコミュニティを対象にコミュニティ

アクションの範囲のものとして提示され、個

人よりも機関のシステムに対して用いられる

とする。 

３）中間まとめ 

1970 年代はニクソン大統領が社会問題を

軽視する政策をとったことへの反発としてア

ドボカシーへの関心がさらに高まり、アドボ

カシーが様々な社会問題に適用され、ソーシ

ャルワーカーにはクライエントを抑圧する政

治や社会構造の変革者としての役割が改めて

強調された。また、ソーシャルワーカーによ

る政治や政策への働きかけは所属組織からの

解雇の恐れがあることや、所属組織がソーシ

ャルワーカーのアドボカシーを制限するとの

認識から組織内アドボカシーへの関心が高ま

った時代であった。 

また、闘争的支持者という敵対的な介入は、

1960 年代にアドボカシーを構成する主要な

概念であったが、ソーシャルワーク専門職が

介入対象に敵対的立場をとることは不自然と

の批判が出された。さらに、Levy（1974）は、

クライエントとソーシャルワーカーとの関係

には中立性が重要とし、クライエントの代理

として問題解決を図る立ち位置（関係性）か

ら、クライエントの意思を尊重する立ち位置

（関係性）が提示された。 

1970 年代は、アドボカシーの戦略や関係性

の捉え方を拡大させたが、具体的な内容や介

入方法が示されず、ソーシャルアクションな

どの社会的活動との区別がされなかったため、

アドボカシー概念の共有には至らなかった。 

 

３．1980 年代 

１）時代背景 

1980 年代は、レーガン大統領が、連邦の赤

字削減による国家予算の均衡、軍事・国家安

全保障への重点化」、負担の大きい社会プログ

ラムの大幅な削減又は廃止という政治的行動

計画（アジェンダ）を明らかにしたことで、

ソーシャルワーカーがアドボカシー活動する

うえで困難な時代となった。政策としての民

営化と委譲が重要な要素となり、ジョンソン

政権下で作られたさまざまなプログラムがカ

ットされた。メデイケイド（低所得者医療扶

助制度）は残ったが、種々の変化はソーシャ

ルワークの実践における直接的なサービス分

配システムに影響を与え、またソーシャルワ

ーカーそのものは、「効果的でない公僕」とし

て残された（Schneider and Lester 2001）。一

方、新たにホームレスや薬物依存や HIV 感染

症などの問題が浮上し、第三者サービス契約

が実施され、マネジドケアが開始された。ソ

ーシャルワーカーは外的な制限や変化により

影響をうけた個人を保護し支援するという本

来の使命を果たすことを再び阻まれたが、ア

ドボカシーは実現可能性のある答えとして捉

えられていた（Schneider and Lester 2001）。 

２）アドボカシーに関する議論 

1980 年代は、アドボカシーは、ケースワー

ク、立法、政策、制度、行政、人口、原因な

どの複数の実践設定へとさらに多様化してい

った。そのため、アドボカシーの具体性に焦

点があてられ、ケースアドボカシーや「クラ

スアドボカシー Class Advocacy」のほかに組
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織内アドボカシー、「組織外アドボカシー Ex

ternal Advocacy」、「セルフアドボカシー Self

 Advocacy」などの種類が拡大していった。 

Epstein（1981）は、アドボカシーに関する

文献は、賛否両論の警告と、具体的なアドボ

カシープログラムとそこに暗示されている実

践モデルについての記述的な事例研究に限定

されていると述べている。そして、ケースア

ドボカシーとクラスアドボカシーは概念的に

異なるが、ケースアドボカシーからクラスア

ドボカシーに発展する可能性があり、クラス

アドボカシーは個人を対象としたケースアド

ボカシーの必要性の発見につながると、両者

が「実践の連続体に沿って存在」（Epstein 19

81：6）すると整理している。 

また、Sosin and Caulum（1983）は、アド

ボカシーは、「環境だけでなく個人にも重点を

置いたソーシャルワークを、他の支援専門職

と区別する中心的な活動の 1 つ」（Sosin and 

Caulum 1983：12）と位置づけ、アドボカシー

はソーシャルワーク理論を背景にしていると

述べている。しかし、ソーシャルワーカーが

業務指針となる明確な概念的なスキームを持

たずにアドボカシーを実践することが多いた

め、アドボカシーの定義が広範に使用されて

いると指摘している。そして、アドボカシー

の役割は、ソーシャルワークの役割と実質的

に同義であるとし、アドボカシーは「第三者

が下した決定をクライエントに代わって変更

しようとする代理の試み」（Sosin and Caulum

 1983：13）とソーシャルワーカーとクライエ

ントの関係について代理関係を強調している。 

1980 年代に入りアドボカシーの具体的内

容が議論されはじめる中で、全米ソーシャル

ワーカー協会から発行されている『Encyclope

dia of Social Work』に「advocacy」という項

目が初めて記載されたのは 1987 年に発行さ

れた「18th(ed）」からである。McGowan（198

7）は、『Encyclopedia of Social Work 18th(ed）』

において、アドボカシーの概念は発展段階に

あるとし、「ケースアドボカシーとは、必要と

されるサービス、資源、または権利を確保ま

たは強化するために、個々のクライエントま

たは特定のクライエントグループを代表して、

1 つまたは複数の二次機関との間で闘争的支

持者的な介入を行うこと」（と介入において攻

撃的な闘争的支持者を残している。また、ケ

ースアドボカシーは、多くの相互作用する変

数が関与する計画された動的なプロセスと説

明している。そして、意思決定モデルにおけ

る介入の評価変数として、①問題の定義、②

目的、③ターゲットシステム、④認可、⑤資

源、⑥ターゲットシステムの潜在的な受容性、

⑦介入のレベル、⑧介入の対象、⑨介入の戦

略と手段、⑩過去のアドボカシー活動の成果

を提示し、アドボカシー概念における主要な

概念として意思決定を位置づけている。 

３）中間まとめ 

1980 年代に入るとソーシャルワーカーは、

レーガン政権とブッシュ政権の予算削減傾向

と闘うために、アドボカシー活動においてよ

り政治的な戦略を用いる必要がでてきた（Ez

el 1994）。しかし、政治や政策、コミュニティ

の変革を行う際に、関係機関に闘争的支持者

という敵対的な介入を行うことへの違和感や

混乱を感じるソーシャルワーカーが増え、ソ

ーシャルワーカーによる政治的活動は衰退し

た (Reisch 1990)。 

この政治やコミュニティへの攻撃的な介入

を回避し、クライエントとソーシャルワーカ

ーのリスクを軽減するアドボカシーが模索さ

れるなかで、アドボカシー概念にシステム理

論の視点が取り入れられ、介入の焦点に個人

と環境の関係が加えられた。その結果、対象

や範囲の議論が「ケース（個人）かクラス（集

団）」の二元論から、ソーシャルワーク理論を

背景とした個人と環境の交互作用を含む議論

へと広がった。また、介入対象がケース（個

人）からクラス（集団）へ発展する連続性が

提示され、アドボカシー概念が一連のプロセ
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スを備えることも示された。しかし、1980 年

代までのアドボカシーの概念は、ソーシャル

ワーク専門職としてのアドボカシーの価値や

重要性について言及したものが多く、ソーシ

ャルワーカーの態度（attitude）を取り扱った

議論にとどまり、具体的な技術や方法は提示

されなかった（Patti 1974、Herbert and Mould

 1992）。 

 

４．1990 年代  

１）時代背景 

1990 年代のクリントン政権下では、連邦予

算の削減と国の役割の地方分散化の流れの中

で社会福祉プログラムの決定権が州に移され、

貧困者などへの政府の関与を減らす政策に移

行した（Mizrahi 2008)。特に、1996 年の個人

責任および就労機会調整法、1997 年の養子縁

組および安定家族法は、ある特定の層、主に

貧しい女性、マイノリテイ、子どもに対し、

深刻で不均衡な影響をもたらした。また、メ

ディケイドマネジドケア（Medicaid Managed

 Care）により質の高い医療サービスが提供さ

れるようになったが、医療提供者の人数が制

限され 1 カ月に決まった割合の人数しかケア

が提供されない制限的な制度として運用され

た（Schneider and Lester 2001）。 

２）アドボカシーに関する議論 

1990 年代になるとアドボカシーはソーシ

ャルワーク領域で流行する専門用語として位

置づけられ、テキストにも登場するようにな

った（Kaminski and Walmsley 1995）。しかし、

アドボカシーの用語の用いられ方は、「ある活

動」を表現するか、「特定の結果を導く言葉」

として単純に使われるか、または「多様な実

践領域や場に対して定義し適用しようとして

いるもの」に分かれ、長い歴史にもかかわら

ず、まだ共通の定義や範囲が共有されていな

い状況にあると指摘された（Schneider and L

ester 2001）。このような状況を受け、1996 年

に NASW は倫理綱領の改訂を実施し、ソーシ

ャルワーカーがクライエントの代理としてア

ドボケイトする必要性やソーシャルワークの

能力と実践領域について多くの言及を行って

いる（Mickelson 1995）。 

1990 年代におけるアドボカシーの概念は、

社会構造の変革に対する闘争的支持者にかわ

ってエンパワメント３）の概念が検討され、ク

ライエントとソーシャルワーカーの関係につ

いて代理関係だけでなく共同関係をも射程に

入れられた。Rose（1990）は、ソーシャルワ

ークが専門職の起源以来、構造的な矛盾の中

に組み込まれ、この矛盾の本質は専門職がそ

の正当性と主要な資金調達の両方を資本主義

国家から受けている社会史的事実から生じて

いるとした。そして、これらの矛盾に対応す

るアプローチとして「アドボカシー/エンパワ

メント」を位置づけ、「実践へのアドボカシー

/エンパワメント志向は、社会的に構造化され

た疎外、孤立、そして、私たち自身と日常生

活を理解するために利用できる社会資源の貧

困と戦うための努力である」（Rose 1990：43）

と述べている。ここでは、ソーシャルワーカ

ーがクライエントの代理人として課題解決に

取り組むだけでなく、クライエントは自らが

置かれる排除構造を理解し主体的に課題解決

に取り組むことに焦点があてられている。 

また、Hyduk and Moxley（1997）は、高齢

者のエンパワメントの強化を目的としたアド

ボカシーの実現可能性について検討し、消費

者主導型の実践としての「パーソナルアドボ

カシー Persona Advocacy」の戦略を用いたプ

ログラムを提案している。パーソナルアドボ

カシーを「ソーシャルワーカーが抑圧、剥奪、

差別を経験している状況の中で、サービス受

給者とソーシャルワーカーを一致させる実践

のためのアプローチ」（Hyduk and Moxley 19

97：78）と定義し、ソーシャルワーカーがク

ライエントとともに課題解決に取り組むこと

を強調している。また、アドボカシーは、「ソ

ーシャルワーカーとの共同的な位置づけを形
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成する機会を提供する支援プロセスを通じた

自己決定の実施」であり、「エンパワメントを

目的とした介入の枠組みを確立するもの」（H

yduk and Moxley 1997：88）とまとめている。 

一方、Mickelson（1995）は、エンパワメン

トが難しい子どもや重度の精神障害者を対象

とする場合は、クライエントが置かれる環境

によって自己決定が阻害されたり、社会的不

公平を引き起こされていないか環境アセスメ

ントをおこない、ソーシャルワーカーは、個

人やコミュニティがクライエントを苦しめる

環境の中で問題に立ち向かうために、力づけ

ることが可能であるかを判断することが必要

である述べている。エンパワメントがすべて

の対象に適用可能ではないことから、クライ

エントの力づけが困難な場合にはアドボカシ

ー概念の代理関係が有効となる。 

1990 年代はアドボカシーの概念とエンパ

ワメントの関係性について関心が議論された

が、アドボカシーそのものの概念の整理はさ

れないままであった。Ezell（1994）は、アド

ボカシーに関する議論が、「明確な概念的枠組

みに基づいた具体的なスキルを持つ実践の分

野というよりもアドボカシーを態度として扱

っている」（Ezell 1994：36）と述べている。

そして、アドボカシーについて合意された定

義は存在しないとしながらも、「アドボカシー

活動は、クライエントやクラエアントのグル

ープに代わり、特定の決定、法律、政策、ま

たは慣行に意図的に影響を与える目的のため

の努力」であり、「①特定のクライエントまた

はクライエントグループを代表してこれらの

アドボカシー活動に従事していること。②介

入の対象がクライエントではなく、機関また

はシステムであること、③他のソーシャルワ

ークの介入と同様に、それは体系的（すなわ

ち、問題の評価、計画、行動、評価を含む）

であること。」（Ezell 1994：37）とした。 

 Litzelfelner and Petr（1997）もソーシャル

ワークにおけるケースアドボカシーの役割に

ついて、「個人を代表して、または個人のため

に、または個人を代表して話すこと」をとお

して「通常、他の人が必要とするサービス、

資源、または権利を得ることを支援する観点

から説明される」（Litzelfelner and Petr 1997：

394)とまとめ、ソーシャルワーカーは単にサ

ービスの提供や資源の獲得にとどまらず、ク

ラエントと環境との適合性に関心を払うこと

が重要と述べている。 

1990 年代にはいると、1960 年代に議論さ

れたケースアドボカシーとクラスアドボカシ

ーについて『Encyclopedia of Social Work 19

th(ed）』において一定の整理が示された。Mic

kelson（1995）は、ソーシャルワーカーは、

個人、グループ、またはコミュニティが環境

の変化をもたらすための介入を必要としてい

ると判断された場合に、特に力を与えること

ができない人々のために、彼らに代わってア

ドボカシーを行う義務を有する。そして、ソ

ーシャルワークにおけるアドボカシーを「社

会正義を確保または保持することを目的とし

て、一人または複数の個人、グループ、また

はコミュニティを代表して、直接代表したり、

弁護したり、介入したり、支援したり、行動

を推奨したりする行為」（Mickelson 1995：95）

と定義している。そして、実践的視座から、

ケースアドボカシーとクラスアドボカシーに

大別されて論じられてきた両者は明確に分け

られるものではなく、ケースアドボカシーの

充実がクラスアドボカシーに結果としてつな

がることから、両者を不可分なもの、あるい

は一体的なものと説明している（Mickelson 1

995）。 

３）中間まとめ 

1990 年代以降のアドボカシー概念はテキ

ストに用いられるようになりソーシャルワー

ク領域での専門用語として定着しはじめるも

のの、アドボカシー概念の定義が共通理解さ

れるまでは至っていない。また、1990 年代に

入り、アドボカシー概念を用いることでの具
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体的な成果や活動内容、範囲が議論される中

で、新たにエンパワメントの概念が検討され

るようになった。エンパワメントがアドボカ

シーの主要な概念として定着していく要因に

は、「介入の仕方に、クライエントとのパート

ナーシップを強調する近年のソーシャルワー

ク実践理論の動向が反映」（小西 2007：28）

しており、ソーシャルワーカーとクライエン

トの関係が代理人関係に限定されず「共同 p

artnar」関係にも焦点があてられた。さらに、

Mickelson（1995）がケースアドボカシーとク

ラスアドボカシーの一体性に言及し、「個と集

団」の２元論から両者は分離して捉える概念

ではなく、一体的に捉える視点が示されたこ

とも 1990 年代の特徴といえよう。 

 

５．2000 年代  

１）時代背景 

2000 年から 2008 年のブッシュ政権の間、

イラク戦争、テロリズム、財政赤字、マネー

ジドケア、政策決定の州への委譲の増加など

の問題は、公共部門のソーシャルワーカーに

課題を突きつけた。そして、社会保障制度の

持続可能性や維持に向けた制度の民営化につ

いても議論された。2009 年に就任したオバマ

大統領は 2010 年に医療制度改革法を成立さ

せ 2014 年から本格施行し一定の成果をあげ

た。しかし、2017 年にトランプ大統領の就任

後は、「オバマケア」の廃止が試みられ失敗に

終わったが、補助金の削減等、様々な形で弱

体化が図られている。また、連邦捜査局（FB

I）のヘイトクライムに関する報告書によると、

2016 年 11 月のトランプ大統領選挙後に報告

が急増している（Petulla, et al. 2017、Hoefer,

 R. 2019）。 

２）アドボカシーに関する議論 

このような社会情勢を背景に、アドボカシ

ーは、ロビー活動、コミュニティの組織化、

ソーシャルアクションを用いて政治・政策に

働きかける時流に乗ったアプローチとして位

置づけられた（Freddolino et al. 2004、Mosle

y 2013、Talbot and McMillin 2014）。また、

インターネットと先端技術が社会のあらゆる

分野の基本的な特徴となったことで、ソーシ

ャルワーカーも情報革命の中で働くために実

践の再発明が求められ、クライエントの問題

や政策の策定に影響を与えることを目的とし

た電子的なアドボカシーが登場した（Mizrah

i 2008）。クライエントによる主張の発信は、

インターネット普及によって、年齢、人種、

性別、障害の有無にかかわらず、参加者を簡

単に平等に参加させることができるようにな

った（Delany 2011）。テクノロジーは社会変

革の分野にも参入し、短期間のうちに、アド

ボカシー活動や政治的キャンペーン、関連す

る社会変革プログラムへの主要な貢献者とな

った（Davis et al 2002、McNutt, 2006；2008、

McNutt and Barlow 2012）。 

Schneider and Lester （2001）は、これまで

のアドボカシーは複数の定義や次元で、相反

するものも含まれ混乱が生じていることから、

ソーシャルワーク領域でのアドボカシーの 9

0 以上の定義を分析し 11 項目の主要な概念

を抽出した。そして、アドボカシーの定義開

発の基準として「明瞭」「測定可能」「限界」

「アクション指向」「役割や成果でなく活動を

焦点」「包括的」を提示している。そして、ソ

ーシャルワークアドボカシーを「クライエン

トの唯一かつ共通の代理を務めること、ある

いはフォーラム（公開討論会）のテーマとし

て、不公平で無反応な体制における意思決定

に体系的な影響を与えようとする試み」（Sch

neider and Lester 2001：64）と定義した。こ

の定義は、ソーシャルワーカーが自分自身を

見つけるクライエントとの一対一、地域、立

法、機関などの場などの実践の場に適用可能

で、アドボカシーを包括的に捉えており、20

00 年以降のアドボカシーの定義のスタンダ

ードとして位置づけられている。 
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Ezell（2001）も、アドボカシーを「特定の

クライエントまたはクライエントのグループ

に代わって、または特定のクライエントと一

緒に、特定の既存のまたは提案された政策や

慣行を変更するためのそれらの明確な努力で

構成される」（Ezell 2001：23）と、クライエ

ントとの共同による戦略的介入の重要性を強

調している。そして、具体的な変革活動にむ

けて「機関アドボカシー Agency Advocacy」、

「立法アドボカシー Legislative Advocacy」、

リーガルアドボカシー、「コミュニティアドボ

カシー Community Advocacy」という４つの

主要な戦略と、議員へのロビー活動、委員会

の公聴会での証言、機関幹部の説得、記者会

見の開催、訴訟の法廷準備書面の提出などの

具体的な行動を提示した。 

Hepworth and Larsen（2009）は、アドボカ

シーをソーシャルワーク専門職が使命を追求

する活動の一つと位置づけ、日常的にソーシ

ャルワーカーはアドボカシーが必要となる無

数の社会政策や法律に直面していると述べて

いる。アドボカシーを「クライエントと資源

を結びつけることと関連して、アドボカシー

とは、他の方法では得られないサービスと資

源をクライエントに獲得させるために、クラ

イエントと共同し、同時に／あるいは、クラ

イエントの代理人として働くプロセスである」

（Hepworth and Larsen 2009：66） とし、ケ

ースアドボケイトを「クライエントとともに、

そしてクライエントのために、受給資格があ

り尊厳を守ってくれる福祉手当やサービスを

確実に受け取れるように働きかける」とし、

コーズアドボカシーを「同じ状況に置かれて

いる集団の権利を守るためのアドボカシー」

と（Hepworth and Larsen 2009：689）と整理

している。特に法律や政策への影響にはアド

ボカシーとソーシャルアクションを組み合わ

せる例が多くあることを理由に両者の要素を

適合させ、統一した定義を提示している。ア

ドボカシーは、アドボカシーやソーシャルア

クションがなければ提供されないサービスや

資源を獲得し、グループやコミュニティに悪

影響を及ぼす政策や慣行の是正と政策や実践

に影響を与え、必要な資源やサービスの提供

につながる法律や政策を推進することを目的

に「クライエントとともに、あるいはクライ

エントの代理として、変化に影響を与えるか、

または変化をもたらす過程」（Hepworth and 

Larsen 2009：690）と、抑圧的な社会構造への

改革におけるクライエントとの共同関係が重

視されている。 

2000 年代におけるアドボカシーに関する

議論は、社会情勢や福祉サービスの構造から

生じる、個人（あるいは集団）と環境のアン

バランスな力関係に介入することで、虐待や

非人間的扱いを受けることがないよう権利を

擁護し、官僚的な障壁によりサービスを受け

ることが阻害されないよう働きかけ、サービ

スや機会へのアクセスをより良くするという

内容において共通している（Kirst-Ashmane a

nd Hull 2014、Moxley 2014）。 

３）中間まとめ 

2000 年代にはいると、アドボカシーの概念

は多様な戦略的な介入を包含する包括的な概

念として捉えられるようになった（Ezell 200

1、McLaughlin 2009）。 

このようなアドボカシー概念の広がりは、

Schneider and Lester（2001）によって包括的

な定義と定義開発の基準が示されたことが影

響を与えていると考えられる。Schneider and

 Lester（2001）の定義では、クライエントの

関係を代理関係に限定せずに「共通の代理」

とクライエントとソーシャルワーカーが共同

してアドボカシーに取り組むことを示してい

る。アドボカシー概念は、代理関係に加えて

共同関係をも射程に入れることで、クライエ

ントの代理としてだけでなく、クライエント

と共同し、抑圧的な社会構造の変革を目指す

概念として整理されている。 
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また、アドボカシーの戦略としてフォーラ

ム（公開討論会）を用いており、これまでの

介入の焦点を「個人か集団」かの２元論の議

論を超えて、フォーラム（公開討論会）とい

う「個人」と「集団」の双方が包含される場

面（状況）の設定と介入に焦点をおいている。

さらに、クライエントを社会的排除によって

力を奪われた存在として捉え、クライエント

が力を奪われる場として、「意思決定の場」に

着目している。クライエントが自らの意思を

反映させる試み（活動）は、1990 年代におけ

るエンパワメントの意味内容を踏まえた概念

となっていると考えられる。 

しかし、Schneider and Lester（2001）の定

義には、多様な実践の場に適用可能ではある

が、「意思決定に体系的な影響を与えようとす

る試み」を測定する具体的な活動は示されて

おらず、またフォーラム（公開討論会）を通

してどのようにケースアドボカシーとクラス

アドボカシーが連動するのかについては不明

である。その後、Hepworth and Larsen（2009）

が、アドボカシー概念に、政策や法律へ影響

をあたえる試みを強調し、ソーシャルアクシ

ョンの要素を含む概念として整理しているこ

とをみても、アドボカシー概念は、個人への

介入に限定されず社会への働きかけも視野に

入れた概念として位置づけられている。 

 

 

Ⅳ．考 察 
 

1960 年代から現在まで各年代のアドボカ

シー概念の議論の整理をおこなった。これら

の整理からアドボカシー概念の論点について

検討する。 

第１はアドボカシーの対象についてである。

1960 年代当初から、アドボカシーの対象を

「個人」とするか「集団」とするかで議論が

行われている。結果、個人に焦点をあてたケ

ースアドボカシー、集団に焦点をあてたクラ

スアドボカシーに区分された。しかし、1990

年代以降はアドボカシーをプロセスとして捉

えるようになったことで、ケースアドボカシ

ーの延長にクラスアドボカシーを位置づけ、

アドボカシーの対象は個人と集団の双方が含

まれると整理したことで、個人救済と制度改

変はケースアドボカシーからクラスアドボカ

シーへの一連のプロセスとしてアドボカシー

に包含された。また、1990 年代にアドボカシ

ー概念の主要な概念として定着していったエ

ンパワメントがミクロとマクロの統合論を志

向する概念であったことも影響していると考

えられる（小西 2007）４）。 

第２はソーシャルワーカーとクライエント

の関係である。アドボカシーの概念は、法律

分野との共用概念であったことや闘争的支持

者という攻撃的な戦術を用いたことから、そ

の関係は代理関係が主流であった。ソーシャ

ルワーカーはクライエントの側に立つ姿勢と

して代理人関係を重視してきたが、代理人関

係はクライエントの依存性を助長（定藤 198

2）し、クライエント自身が問題解決の主体と

して変革に参画するというソーシャルワーク

関係の構築が課題となった。そして、これら

の課題はアドボカシーの概念に、エンパワメ

ントという新たな概念を組み込むことで、そ

の「代理人関係」だけでなく「共同関係」を

も射程に入れていったと考えられる。Schneid

er and Lester（2001）は、ソーシャルワークの

アドボカシーの価値として、①尊厳と人間の

権利、②パワーレスに対して働きかける、③

自己決定のサポート、④思いやりと苦悩の軽

減、⑤エンパワメントとストレングスの視点、

⑥社会的正義、にあるとし、特徴の一つは、

クライエントが問題解決の主体として、自分

で声を上げる、エンパワーリングにあるとす

る（Schneideret .la 2001 77-80）。しかし、ア

ドボカシーとエンパワーメントの関係性につ

いては言及されていない。両者の区別につい

て谷口（1997）は、エンパワメントの基盤を
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形成する具体的な実践としてアドボカシーが

あり、力づける（エンパワー）することがア

ドボカシーの目的とし、アドボカシーをエン

パワメントを展開する際の「具体的実践であ

りかつ目的」としている。また北野（2000）

は、エンパワメントを「自立して自分らしく

生きる力を高めること、およびそのプロセス」

とし、援助のプロセスと目的を内包したもの

と捉えている。その内容は、奪われている力

の自覚、阻害要因との対決、解決する力や支

援する力の活用としている。そして、アドボ

カシーを前述のように「権利に関わる法的、

政治的諸問題に関して、個人や仲間がエンパ

ワメントすることを支援する一定の方法や手

続きに基づく活動の総体」と定義し、アドボ

カシーをエンパワメントの下位概念に位置づ

けている（北野 2000：143）。アドボカシーは

エンパワメントを具体化する概念として位置

づけられるが、エンパワメントは精神障害者

や知的障害者、乳児や子どもなどソーシャル

ワーカーの支援があってもクライエント自身

が主体的に問題解決に取り組むことが難しい

対象には適応しない場合がある。そのような

場合には、アドボカシー概念がもつ「代理関

係」が用いられる。しかし、アドボカシーが

「代理関係」に限定されてしまうと、クライ

エントの主体性が制限されることから、エン

パワメントの概念を取り入れることで、「代理

関係」に加えて「共同関係」を射程にいれる

ことができたと考えられる。 

 第３は介入の範囲である。介入の範囲は社

会情勢に影響をうけクライエント個人から集

団、敵対機関から組織内機関、制度・政策、

コミュニティ、政治や慣習まで、いわゆるミ

クロからマクロまでを介入の範囲としている。

これはソーシャルワークにおけるミクロから

マクロへの連続した働きかけと同様であるが、

ソーシャルワーカーが所属する組織内機関へ

の働きかけを含んでいることはアドボカシー

の特徴といえる。つまり、アドボカシーの障

壁としてソーシャルワーカーの所属組織が捉

えられており、近年、ソーシャルワーカーが

サービス提供者としての側面を強めるなかで、

ソーシャルワーカー自身がクライエントから

力を奪う社会構造の一部であるという認識が

高まったことが考えられる。 

第４はアドボカシーの戦術である。アドボ

カシーの介入対象は個人から政治まで幅広い

ため、アドボカシーで採用される戦術も闘争

的支持をはじめ、調整、変革、エンパワメン

ト、公開討論会の開催、ロビー活動まで多様

である。歴史的変遷をみると、クライエント

に代わってアドボカシーをおこなうことから、

クライエント自らがアドボカシーをおこなえ

るよう共同で課題に取り組む戦術へと変化し

ている。 

第５はアドボカシーの種類である。アドボ

カシーの対象、範囲、戦術が拡大するなかで、

アドボカシーの種類も多様化してきた（小西

 2019）。対象の捉え方の違いではケースアド

ボカシーとクラスアドボカシー、課題の見立

てや介入の手法の違いではリーガルアドボカ

シーとソーシャルワークアドボカシー、介入

の範囲の違いでは機関アドボカシー、立法ア

ドボカシー、「行政アドボカシー administra

tive Advocacy」などに区別されていった。1

960 年代には、アドボカシーの種類で相互の

関連は想定されていなかったが、近年はケー

スアドボカシーとクラスアドボカシーは一連

のプロセスとして整理されている。ソーシャ

ルワークの視点から包括的にアセスメントす

ることによって、多様なアドボカシーの種類

が柔軟に活用できるようになっていると考え

られる。 

以上、アドボカシー概念の検討から論点を

整理した結果、「対象」「関係」「範囲」「戦術」

「種類」の５点をアドボカシーの概念を構成

する主要な要素として抽出した。 
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 Ⅴ．おわりに 

 

本論では、1960 年代以降のアメリカでのア

ドボカシー概念の議論の変遷から論点を検討

し、法定後見活動におけるアドボカシープロ

セスを分析する項目として「対象」「関係」「範

囲」「戦術」「種類」の５つを抽出した。これ

ら５点の項目はアメリカにおけるアドボカシ

ーの議論から抽出したものであるため、わが

国のアドボカシー概念との関連を明らかにす

る必要がある。今後は、わが国におけるアド

ボカシー概念に関する議論の論点との比較検

討を行いアドボカシー概念の分析項目を明ら

かにし、法定後見活動におけるアドボカシー

プロセスの検討をおこなう予定である。 

 

本研究は JSPS 科研費「包括的な相談支援体

制での独立型社会福祉士によるコーディネー

トの有効性」（17K04236）の研究成果の一部

である。 

 

注 

 

１）本稿では、被成年後見人、被保佐人、被補

助人をあわせて「被後見人」とする。 

２）先行研究では、「パルチザン partisan」（小

松 1967）、「パルティザン」（秋山 1999、小

西 2007；2019）とカタカナ表記が用いられ

日本語表記はされていない。「partisan」の訳

には、「支持者、擁護者、党員」または「パル

チザン、ゲリラ、遊撃隊」の意味があり、ア

ドボカシーの定義で「partisan」を初めて用

いた Grosser（1965）は、「partisan」を闘争

的な活動として用いている。「partisan」は、

アドボカシー概念の構成要素として重要で

あるため、本稿では日本語表記として、「闘争

的支持者」と表記する。 

３）本稿でのエンパワメントは、久保（2014：

218）の定義に基づき、「エンパワメントは、

人間を社会的存在・目的志向的存在としてと

らえ、人とその人の環境との間の関係の質に

焦点をあて、人々がその潜在性を最大限に発

揮できることを目指し、所与の環境を改善す

るパワー、とりわけ、人々が QOL と社会資

源への公正なアクセスの機会を害する環境

条件に抵抗しそれを変化させるパワーを発

達させ、みずからの人生の主人公になるべく

希望とパワーを自身、そして自身を取り巻く

環境の中に見出し、自分たちの生活のあり方

をコントロールし自己決定できるように支

援すると同時に、それを可能にする公正な社

会の実現を目指す理論」とする。 

４）高山（2002：6）は、「エンパワメントは社

会的な視点をもった深まりと広がりのある

ものだということである。それはまさにアド

ボカシーの実践である」と類似点として社会

的視点をあげている。宮川（1999：82-83）は、

エンパワメントとアドボカシーの関係性に

ついて、「共通している点は、ソーシャルワー

クの介入の焦点として、クライエントの問題

解決およびそれに伴う社会資源の獲得・利用

における、社会構造からくるクライエントの

無力さとその克服に焦点をあてていること

である。」と類似点として介入の焦点をあげ

ている。 
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